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清須市財政中期試算（令和４年度９月補正後現計予算ベース）について 

１ 財政中期試算について 

○ 本市においては、市町村合併に対する財政措置である合併特例債が令和７年度に終

了するのに加え、社会保障関係費の増加や公共施設等の老朽化対策などの課題が山積

する中、経常的経費の財源不足を基金の取り崩しや臨時財政対策債の発行に頼らざる

を得ない状況が続いている。 

○ 今後、財政の健全性を維持しながら市民に提供すべき行政サービス、大規模事業な

どを着実に実行するためには、時々の経済状況にも対応しながら、効率的かつ計画的

な財政運営が必要となってくる。 

○ よって、中期的な財政試算を行い、現状における市の実情を認識するとともに、将

来の財政の健全性を確保しながら市民ニーズに対応した行財政運営を行うための指標

とするものである。 

○ 試算にあたっては、今後計画されている事業を盛り込むとともに、現時点で見込む

ことのできる制度、条件などを踏まえて機械的に行ったものである。なお、令和５年

度以降の試算においては、新型コロナウイルス感染症の影響を見込んでいない。 

２ 財政中期試算結果の分析について 

○ 歳入では、その大宗をなす市税は、持ち直しの動きが見られており、今後は緩やか

な回復により増加が見込まれる。 

○ 歳出では、高齢化の進展等に伴い扶助費が増加するとともに、人件費や公債費が高

い水準で推移することにより、義務的経費の増加が見込まれる。 

３ 今後の取り組みについて 

○ 限られた財源の中での選択と集中を図り、市民生活に密着し、市民の安全・安心に

とって必要不可欠な事業・施策を着実に推進するとともに、歳入確保、並びに経費全

般の一層の節減等を図り、安定的な財政基盤の確立に努めていく。 
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４ 清須市財政中期試算（令和４年度９月補正後現計予算ベース） 

【歳入】 （単位 百万円） 

区 分 
令和３年度 
決 算 

令和４年度 
９月補正後現計予算 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

市税 12,241 12,145 12,681 12,771 12,907 

地方税交付金 1,971 1,887 1,944 1,963 1,983 

地方交付税 3,014 2,899 2,465 2,381 2,262 

普通交付税 2,748 2,849 2,415 2,331 2,212 

特別交付税 266 50 50 50 50 

繰入金 1,159 1,004 1,902 1,477 1,683 

うち、財政調整基
金繰入金 

111 8 912 647 683 

うち、その他基金
繰入金 

810 820 990 830 1,000 

市債 2,634 2,380 2,877 2,449 2,203 

通常債 1,334 1,930 2,427 1,999 1,753 

臨時財政対策債 1,300 450 450 450 450 

その他 12,193 10,342 8,088 7,404 7,123 

歳入合計 33,212 30,657 29,957 28,445 28,161 

【歳出】 （単位 百万円） 

区 分 
令和３年度 
決 算 

令和４年度 
９月補正後現計予算 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

義務的経費 11,723 12,566 12,853 13,089 13,298 

人件費 4,349 4,611 4,775 4,853 4,904 

扶助費 5,187 5,646 5,801 5,981 6,166 

公債費 2,187 2,309 2,277 2,255 2,228 

投資的経費 4,595 4,530 5,235 3,471 2,790 

普通建設事業費 4,595 4,530 5,235 3,471 2,790 

その他 15,081 13,561 11,869 11,885 12,073 

歳出合計 31,399 30,657 29,957 28,445 28,161 
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５ 財政中期試算の算出方法について 

※２ 物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出資金、貸付金、繰出金及び予備費 

【歳入】 

区 分 算 出 方 法 

市税 
○過去の実績や今後の経済動向などを参考に見込む。

○税制改正による影響を見込む。

地方税交付金 
○今後の経済動向などを参考に見込む。

○税制改正による影響を見込む。

地方交付税 
○普通交付税は、令和４年度の普通交付税算定を参考に見込む。

○特別交付税は、令和４年度と同額を見込む。

繰入金 

○財政調整基金は、収支不足額に応じて計上する。

○その他特定目的基金繰入金は、今後の事業の進捗の予定を踏まえて繰入

額を見込む。

市債 

○臨時財政対策債は、令和５年度以降は令和４年度の普通交付税算定にお

ける発行可能額から見込む。

○その他は、普通建設事業費と連動して計上する。

その他（※１） 

○今後の新規予定事業への充当分については、個別に所要額を見込む。

○繰越金については、令和５年度以降見込まない。

○その他は、原則として令和４年度と同程度を見込む。

※１ 地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、分担金及び負担金、使用料及び手

数料、国庫支出金、県支出金、財産収入、寄附金、繰越金及び諸収入 

【歳出】 

区 分 算 出 方 法 

人件費 ○職員数は、第４次定員適正化計画に基づく。

扶助費 ○過去３年度間の平均伸び率を見込む。

公債費 
○既に発行した市債の償還費に加え、本試算において今後発行予定の市債の

償還費を見込む。

普通建設事業費 ○今後の新規予定事業については、個別に所要額を見込む。

その他（※２） 

○今後の新規予定事業については、個別に所要額を見込む。

○投資及び出資金は、公営企業会計への出資金を見込む。

○繰出金は、被保険者数等の過去の伸び率などを参考に所要額を見込む。

○積立金と予備費は、令和５年度以降見込まない。

○その他は、原則として令和４年度と同程度を見込む。
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６　市債残高・公債費負担の推移

　■算出の前提条件：清須市財政中期試算（令和４年度９月補正後現計予算ベース）の市債発行見込に基づいて算出

　⑴  市債残高の推移

　⑵  公債費負担の推移

　　※　未発行の市債の利率は、【○２０年債（固定金利）：０．８０％　○２０年債（利率見直しあり）：０．５０％　○１５年債：０．６０％　○１０年債：０．３９％】 と仮定して試算
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